




挨拶

平成22年度は、法人化から数えて第7事業年度にあたりますが、同時に第2期中期目

標・中期計画期間の初年度でもありました。皆様のご支援により無事に終えることができま

した。平成21年度は、本学にとっての宿願でありましたアゴラ・グローバル（異文化交流施

設）が完成したことが最大のトピックでしたが、平成22年度においては、グランドデザイン

及び第2期中期計画に掲げる地球社会の政治・経済・文化的なグローバル化に対応し、

「世界諸地域の言語・文化・社会に関する高等教育の拠点」としての機能を強化するた

め、学士課程の改編実施に向けた検討を本格的に開始したことがあげられます。その結

果、皆様の多大なるご支援により、本学は、平成24年4月より、2学部制（言語文化学部と

国際社会学部）による新たな枠組みのもとで新たなスタートを切ることになりました。

18歳人口の減少に加えて、運営費交付金の削減と本学をとりまく環境も年々厳しさを

増しておりますが、第2期中期目標・中期計画期間におきましても引き続き、本学の基本

目標である「地球社会化時代の未来を拓く教育研究の拠点大学」としての自負と高い志

を忘れず、教育研究面でのよりいっそうの充実と、その社会還元、さらには国際貢献に努

めてまいる所存です。

本学にとって最も大きな収入源である運営費交付金は、国民の皆様の税金を原資とし

ております。また学生の皆様に納付していただく授業料や入学料も運営費交付金に次い

で大きな経営資源となっております。この財務レポートは、本学を支えていただいている

皆様に対して本学の活動を、財務という側面からご理解いただくために作成した資料で

す。どうか、本資料を深く熟読のうえ、本学の現状へのご理解を賜り、今後の発展にご尽

力いただけましたら幸いです。

私としても、「世界知の蓄積」と、「地球社会との協働」を旗印に地道ながらもたゆまぬ努

力を続けていく所存です。引き続き、皆様のご支援をお願い申し上げます。

平成23年10月

東京外国語大学
学 長 亀 山 郁 夫







貸借対照表の概要

資産の部 21年度 22年度 増減 負債の部 21年度 22年度 増減

)債負定固()産資定固(

土地 25,882 25,882 ― 資産見返負債 3,493 3,618 125

建物 14,341 13,663 △678 退職給付引当金 30 17 △13

構築物 559 491 △68 固定負債 計 3,523 3,635 112

工具器具備品 233 272 39 （流動負債）

図書 3,058 3,152 94 運営費交付金債務 0 414 414

その他固定資産 187 58 △129 寄付金債務 474 455 △19

未払金等 861 575 △286

固定資産 計 44,259 43,519 △740 その他の負債 157 112 △45

36655,1394,1計債負動流)産資動流(

現金及び預金 1,310 1,366 56 負債 計 5,016 5,191 175

その他流動資産 379 242 △137 純資産の部

流動資産 計 1,689 1,608 △81 資本金 40,269 40,269 ―

資本剰余金 292 △451 △743

利益剰余金 371 117 △254

(当期未処分利益) (284) （9） △275

純資産 計 40,932 39,935 △997

資産 合計 45,948 45,127 △821 負債・純資産 合計 45,948 45,127 △821

貸借対照表(要約) （単位：百万円）
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貸借対照表とは期末（3月31日）における財政状態を明らかにするものです。
平成22年度は、前年度と比較して、資産が821百万円の減少、負債が175百万円の増加、純資産が997百万円の

減少となっております。

Ⅰ 貸借対照表

※百万円未満は四捨五入のため、計が合わない場合があります。
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因要な主部の産資

建物
（△678百万円）

研究講義棟改修工事等による増加（11百万円）
減価償却による減少（△689百万円）

構築物
（△68百万円）

減価償却による減少（△68百万円）

工具器具備品
（39百万円）

電動集密書架の取得による増加（67百万円）
寄付によるグランドピアノの取得による増加（6百万円）
サーバー等の取得による増加（8百万円）
減価償却による減少（△60百万円）

図書
（94百万円）

図書の取得による増加（94百万円）

その他固定資産
（△129百万円）

ソフトウェアの取得による増加（6百万円）
投資有価証券（譲渡性預金および地方債）の流動資産への振替による減少
（△119百万円）
ソフトウェアの減価償却による減少（△15百万円）

その他流動資産
（△137百万円）

受託事業未収金の増加（75百万円）
投資有価証券（譲渡性預金および地方債）の流動資産への振替による増加
（119百万円）
譲渡性預金の償還に伴う振替による減少（△320百万円）

主な増減内容

因要な主部の債負

運営費交付金債務
（414百万円）

自家発電設備整備工事等、東日本大震災の影響による業務未実施相当額
（19百万円）
業務達成基準を適用する学内プロジェクト（建物外壁改修工事等）に係る業務未実施
相当額（171百万円）
特別経費に係る業務未実施相当額（9百万円）
退職手当の未執行額（215百万円）

因要な主部の産資純

資本剰余金
（△743百万円）

減価償却費を計上しない固定資産（会計基準第84適用）の減価償却による減少
（△745百万円）

利益剰余金
（△254百万円）

当期総利益の減少（△275百万円）
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国立大学法人会計における負債について

貸借対照表を読む際に注意すべき点として負債（債務）があげられます。
運営費交付金、授業料、寄附金などを受け入れたとき、すぐに収益となるわけではなく、一旦「負債」として

計上します。これは資金の受入によって中期計画等で定めた業務を遂行する義務を負ったという意味であ
り、期間の進行あるいは事業の進行に応じて、これらの債務を収益へと振り替えることになります。

期間の進行あるいは事業の進行

運営費交付金収益 授業料収益 寄附金収益

入金時

運営費交付金債務 授業料債務 寄附金債務

Ⅰ 貸借対照表
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利益と利益処分について

○国立大学法人における利益について

国立大学法人は、公共的な性格を有し、利益の獲得を目的とせず、独立採算制を前提としておりません。

そのため、国立大学法人会計は、基本的に計画通りに業務を行えば損益が均衡するように制度設計されて
おります。しかしながら、業務運営のインセンティブを付与するという目的から、費用の節減や自己収入の増
により剰余金が発生した場合、それが経営努力によるものであると文部科学大臣により認められれば、次年
度以降に繰り越し、中期計画に記載された剰余金の使途に充てることが可能となっております。

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

前中期目標期間
繰越積立金

- - - - - 108,266,154

目的積立金 98,254,368 228,028,937 277,829,135 403,028,566 0 0

積立金 61,309,654 87,685,861 87,685,861 87,685,861 87,685,861 0

当期未処分利益 156,150,776 49,800,198 125,199,431 219,878,076 283,554,735 8,520,434

合計 315,714,798 365,514,996 490,714,427 710,592,503 371,240,596 116,786,588

○目的積立金と積立金について

損益計算の結果生じた当期未処分利益のうち、経営努力によるものと認定されたものが目的積立金とな

り、それ以外は積立金となります。目的積立金は「教育研究の質の向上及び組織運営の改善のための積
立金」として貸借対照表上に表示しております。

貸借対照表上の表示文部科学大臣の承認決算

当期未処分利益

目的積立金

積立金

経営努力の認定

上記以外

教育研究の質の向上及
び組織運営の改善のた
めの積立金

積立金

○利益剰余金の推移 （単位：円）
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Ⅲ 利益と利益処分について

平成21年度当期未処分利益283,554,735円のうち、262,974,442円は国庫納付し、20,580,293円は積

立金へ振替となったことにより、平成21年度末（前中期目標期間最終年度）の積立金残高87,685,861円
に20,580,293円を加えた108,266,154円が前中期目標期間繰越積立金となりました。

平成21年度
当期未処分利益
283,554,735円

国庫へ納付
262,974,442円 積立金残高

87,685,861円

積立金へ
20,580,293円 前中期目標期間

繰越積立金
108,266,154円
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授業料・入学金
等

自己収入自己収入

学生から納付される授業料

および入学金と一般の方から
納付される公開講座等と余裕
金の運用による財務収益から
なります。

■学生納付金
（授業料・入学料・検定料）

■公開講座収入
■財務収益（資金運用）
■その他

国・企業等から受け入れた

資金で、本学の積極的な努
力によって獲得しているものと
皆様の御厚意による寄附金
からなります。

■寄附金
■受託研究・受託事業
■補助金
■科学研究費補助金

本学のグランドデザインとその実現を支える財政基盤

国から財源措置される資金
であり、本学にとって、最も大
きな割合を占める収入です。

■運営費交付金
■施設費

１
世界諸地域の言語・
文化・社会に関する
高等教育の拠点

２

世界諸地域の言語・文化・
社会に関する学際的かつ
先端的な研究拠点

３

日本語教育研究の
世界的な拠点

①世界諸地域の言語・文化・
社会に関する豊かな教養と地
球社会化時代にふさわしい視
点を備えた人材の養成

②地球社会化時代の多様な
ニーズや社会貢献・国際貢献
の要請に応えられる高度専門
職業人の養成

③世界諸地域の言語・文化・
社会および地球社会化した世
界に関する先端的な研究に取
り組める専門研究者の養成

①世界諸地域の言語・文化・
社会に関する豊かな教養と地
球社会化時代にふさわしい視
点を備えた人材の養成

②地球社会化時代の多様な
ニーズや社会貢献・国際貢献
の要請に応えられる高度専門
職業人の養成

③世界諸地域の言語・文化・
社会および地球社会化した世
界に関する先端的な研究に取
り組める専門研究者の養成

①世界諸地域の言語の個別研
究の推進、多言語の対照研究
を基礎とする言語理論の構築、
ならびにそれらの成果の言語
教育への応用

②世界の諸文化・社会に関す
る個別的研究の推進、および
複合的、領域横断的な研究領
域の開拓

③世界諸地域、とりわけ、アジ
ア・アフリカの言語・文化・社会
に関する国内的・国際的共同
研究の推進ならびに研究資料
の収集と情報資源化

①世界諸地域の言語の個別研
究の推進、多言語の対照研究
を基礎とする言語理論の構築、
ならびにそれらの成果の言語
教育への応用

②世界の諸文化・社会に関す
る個別的研究の推進、および
複合的、領域横断的な研究領
域の開拓

③世界諸地域、とりわけ、アジ
ア・アフリカの言語・文化・社会
に関する国内的・国際的共同
研究の推進ならびに研究資料
の収集と情報資源化

①国内外のモデルとなる先
進的な日本語教育の実践お
よび日本語教育者の養成

②理論と実践において独自
性をもつ日本語研究ならび
に日本語教育学の推進

③国内外の日本語教育機関
への総合的コンサルティング
機能の充実

①国内外のモデルとなる先
進的な日本語教育の実践お
よび日本語教育者の養成

②理論と実践において独自
性をもつ日本語研究ならび
に日本語教育学の推進

③国内外の日本語教育機関
への総合的コンサルティング
機能の充実

拠点大学化

国内外の大学間連携等による
教育研究の高度化推進

国内外における
社会連携の展開

豊かな学生生活の実現

拠点大学としての基盤整備

地球社会化時代の未来を拓く教育研究の拠点大学をめざして

外部資金国からの収入

Ⅳ 本学のグランドデザインとその実現を支える財政基盤

P.8参照 P.9参照 P.10～11参照
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○運営費交付金

○施設費

運営費交付金は、大学改革促進係数により
毎年１％ずつ減額されることになっており、この
ことは、大学運営をより一層厳しいものとしており
ます。

平成18年度は交付額と収益額に大きな差が
生じておりますが、これは国から予算措置された
退職手当の交付年度と実際に支給した年度が
異なっていたため生じたものです。

平成20年度については、前年度以前に受け
入れている運営費交付金から退職手当を支給
したため、交付額よりも収益額が大きくなってお
ります。

平成21年度は第１期中期目標・中期計画期間
の最終年度のため、運営費交付金の未使用額
（221百万円)を国立大学法人会計基準に従い、
精算のための収益化として臨時利益に計上して
おります。（右グラフは経常収益のみ）

国からの収入には、運営費交付金と施設費があります。とくに運営費交付金は学生納付金と同様に本学にとって
大きな運営資金となっております。

国からの収入

各項目の推移
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運営費交付金収益

運営費交付金交付額

平成20年度 平成21年度 平成22年度

交付額 427,046千円 481,224千円 515,757千円

特別経費（特別教育研究経費）の交付額推移

施設費は、国立大学法人の施設整備のた
めに国から交付される施設整備費補助金と
独立行政法人財務・経営センターより交付さ
れる事業費からなります。施設整備費補助金
については大学側の計画どおり予算措置さ
れるとは限らないため、年度により交付額が
大きく変動する可能性があります。

当期受入分20百万円のうち11百万円は、
入退室管理装置の修繕に充てており、残りの
9百万円については次年度へ繰り越しており
ます。（預り施設費として貸借対照表に計上）

経常的な運営費は削減されておりますが、その一方で積極的に特別経費（特別教育研究経費）を獲得し

ており、様々な教育研究プロジェクトが進行中です。

Ⅳ 本学のグランドデザインとその実現を支える財政基盤
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施設費交付額

※ 交付額と収益の違いについてはP.5下欄参照

平成22年度は収益額と交付額に大きな差が生じております。これは退職手当の交付を受けた年度と支給を行
う年度が異なっていたことにより生じたものと、複数年にわたる学内プロジェクトとして運営費交付金収益とせず、
運営費交付金債務のまま次年度に繰り越した分が要因となっております。
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○学生納付金収益
（授業料・入学金・検定料）

学生納付金収益に関しては、ほとんど変動の
ない状態となっております。これは、毎年、安定し
て800名の方にご入学いただいており、卒業生数
も安定していることによります。

自己収入は、授業料による収入、入学金による収入、検定料による収入を中心としており、ここ数年にお
いては公開講座による収入が増加傾向にあります。

自己収入

各項目の推移
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○公開講座による収益

公開講座による収入は、オープンアカデミー
によるものとアジア・アフリカ言語文化研究所に
よる言語研修からなります。（下欄参照）

平成21年度に続き平成22年度もオープンア
カデミーの充実により、大幅な収入増加となりま
した。

オープンアカデミーと言語研修

「オープンアカデミー」とは、主にアカデミー講座と市民聴講生制度からなる東京外
国語大学が提供する生涯学習の場です。アカデミー講座は、社会人向けに開講して
いる講座で、どなたでも受講できます。市民聴講生制度は、本学の講義を一般の学生
と共に受講できる制度です。 聴講生受入の科目は限られますが、高等学校卒業程度
の学力さえあれば、受講可能です。（詳しくは本学ホームページをご覧下さい。）
「言語研修」とは、アジア・アフリカ言語文化研究所が主催する研修です。これはアジ

ア・アフリカ地域での現地調査研究やその他の専門的業務に資するための現地語の
基礎学習を中心とした研修であり、研究者を志す方々を主な対象としております。

○財務収益

国立大学法人は、法令により資金運用の対
象が制限されております。その範囲において
本学でも積極的に余裕資金の運用に努めて
おります。
平成17年度から平成20年度までは金利の

上昇および積極的な運用により、大きく伸びて
おりましたが、平成21年度、平成22年度につ
いては、金利の低下にともない収益額も大きく
低下しました。
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○補助金
（科学研究費補助金・施設整備費補助金を除く）

外部資金は、大学改革促進のための特色・個性ある優れた取組として採択された大学等に交付される補助
金（いわゆるGP事業）、個人や企業の皆様の御厚意による寄附金、国や民間団体等から委託され研究や事業
を行う受託・共同研究および受託事業、優秀な研究に対して交付される科学研究費補助金のような大学の積極
的な努力によって獲得している資金です。このうち、科学研究費補助金（直接経費分）は、研究者個人に対して
交付され、損益計算書の費用・収益には含まれません。

外部資金

○寄附金

各項目の推移

平成16年度受入分については、法人化にあた
り国から承継した分（282百万円）を含んでいるた
め、通常の年度と比較して突出しております。

平成18年度から平成19年度にかけて寄附金受
入額が大きく増加しておりますが、これは平成18
年度より開始した国際教育支援基金設立によるも
のであり、より多くの方々の御寄附をいただいたこ
とによります。

平成22年度は寄附金収益額が寄附金受入額を
上回っておりますが、これは前年度以前に受け入
れていた寄附金の使用額が今年度の寄附金受
入額を上回っていたことによります。

※国立大学法人会計基準に従い、寄附金受入
時は、「寄附金債務」として計上します。寄附金を
使用（費用計上）して初めて「寄附金収益」に振り
替えることになりますので、受入額と収益額は必
ずしも一致しません。

大学教育改革と卓越した教育研究拠点形成と

いう目的のために競争的資金（GP等）の獲得に
積極的に取り組んでおります。

平成18年度から平成19年度にかけて、大きく

伸びておりますが、これはグローバルCOEプログ
ラム「コーパスに基づく言語教育研究拠点」が採
択されたことが大きな要因となっております。

平成22年度は５件のプロジェクトが終了したこ
とにより、補助金収益は163百万円の減少となりま
した。
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○科学研究費補助金
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科学研究費補助金は、人文・社会科学か

ら自然科学まで全ての分野にわたり、基礎か
ら応用までのあらゆる独創的・先駆的な「学
術研究」（研究者の自由な発想に基づく研
究）を対象とする「競争的資金」です。

交付額は、法人化当初に比べ減少しまし
たが、新規採択率は全国の研究機関の中で
もトップクラスを維持しております。

科学研究費補助金採択率
図表 : 平成22年度科研費新規採択率
（応募件数が50件以上の機関）

右表のように、平成22年度科学研究費補助金
採択率は、45.8％となりました。これは、応募件数
が50件以上の機関の中で2番目に高い採択率で
す。毎年高い採択率および順位を維持しておりま
す。
平成21年度40.3％（3位）
平成20年度45.9％( 2位）
平成19年度43.1％（3位）

22年度採択件数 交付額

136件 263,388千円

機関名 採択率(％)

1 一橋大学 60.9

2 東京外国語大学 45.8

3 基礎生物学研究所 42.1

4 生理学研究所 40.3

5 学習院大学 38.8

（本学教員が研究代表者であるもの）
※財務諸表等の附属明細書の受入額及び件数は研究分担者として受け入れたものを含みます。）

○受託研究・共同研究・受託事業

文部科学省及びその関連法人との受託研
究・受託事業が大きな割合を占めております。
受託研究等に関しても他の外部資金と同様

に積極的な獲得に努めているため、増加して
おります。
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出所：文部科学省資料

342

283 264 255 263 263101

104
115 115

109

136

0

20

40

60

80

100

120

140

160

0

50

100

150

200

250

300

350

400

H17 H18 H19 H20 H21 H22

科学研究費補助金受入額 受入件数

−11−



○研究経費

本学において教育や研究等に要した主な経費は、以下の通りです。
（教育経費・研究経費・教育研究支援経費・一般管理費の各経費には減価償却費が含まれております。）

本学の活動に要した主な経費の推移

○教育経費

本学は、文部科学省が実施している大

学教育改革支援の各種プログラム（GP）に
対して、積極的に応募し、採択されている
ため、小規模大学ながらも多くの取組を
行っていることが特徴といえます。
なお、これらのプロジェクトの財源は損益

計算書上では補助金収益として計上され
ます。

-12-

平成18年度に大きく減少しておりますが、
これは、アジア・アフリカ言語文化研究所の
電子計算機の賃貸借契約が終了し、あらた
に総合情報コラボレーションセンターに再編
されたため、研究経費から教育研究支援経
費に計上されるようになったためです。

平成19年度に大きく研究経費が伸びてお
りますが、これはグローバルCOEプログラム
が採択されたことによります。

○教育研究支援経費

法人全体の教育および研究の双方を支援するために要する経費のことです。具体的には、附属図書館、本学の

情報ライフラインを支える学内共同利用施設である総合情報コラボレーションセンター、そして文京区本郷に位置す
る本郷サテライトに要した経費が主に該当します。

本学独自の奨学金制度

学生支援の充実のための組織的取組として本学独自の基金を活用した奨学金制度があげられ
ます。
「国際教育支援基金」を活用して、本学で学ぶ学部及び大学院留学生への経済支援として、留

学生53名に対して総額927万円、派遣留学生24名に対して一時金として480万円、長幸男アジア
奨学生2名に対して総額192万円を奨学金として支給しました。また、世界的不況による留学生の
経済状況の悪化に鑑み、学部及び大学院私費留学生30名に対して総額270万円を緊急支援奨
学金として支給しました。
「東京外国語大学基金（創立百周年記念教育研究振興基金）」をもとに、今般の経済状況の悪

化に伴い、保護者の失職等により、経済状況が急変した2011年（平成23年）度入学生5名に対し、
総額約400万円を緊急奨学金として支給しました。

教育経費・研究経費・教育研究支援経費

Ⅳ 本学のグランドデザインとその実現を支える財政基盤
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教育経費の業務費に対する割合であり、
当該国立大学法人における教育の比重を
示します。

○業務費に対する教育経費の比率

皆様もご存知の通り国立大学法人には様々なタイプがあります。附属病院を有している法人や理工系
学部のみで構成される法人、あるいは、本学のように文科系学部のみを有する法人など実に多種多様で
あります。そのような特性の違いは、当然に財務構造の違いとなって現れます。 国立大学法人間で財務
データを比較する場合、特性の違いを無視して比較しても意味がなく、同じ特性をもつ国立大学法人間
で比較する必要があります。

文部科学省では、その特性に従って全国立大学法人をAグループからHグループの８つに分類してお
ります。本学については「医科系学部を有さず、学生収容定員に占める文科系学生数が理工系学生数
の概ね２倍を上回る国立大学法人」としてCグループに分類されております。Cグループには本学を含め
た以下の７法人が該当します。

小樽商科大学、福島大学、筑波技術大学、東京藝術大学、一橋大学、滋賀大学、東京外国語大学

同じ特性に分類される上記の法人間においても事業規模は一様でないため、損益計算書等の数値を
そのまま比較しても意味がありません。その際、各数値間の比率を算出し、その比率をもって比較する財
務分析という手法が有益です。しかし、この比較によって得た評価は、当該法人の運営状況と財政状態
を把握するのに寄与するとしても「教育研究活動自体についての評価ではない」ということに留意する必
要があります。

○業務費に対する研究経費の比率

研究経費の業務費に対する割合であり、
当該国立大学法人における研究の比重を
示します。

Ｃグループ（文科系大学）と財務分析指標

本学は、他の文科系大学（Cグループ）と

比較して研究経費の比重が高い水準で維
持されておりますが、これは共同利用・共同
研究拠点でもあるアジア・アフリカ言語文化
研究所による研究活動が大きく影響しており
ます。
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Ⅳ 本学のグランドデザインとその実現を支える財政基盤
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○人件費

平成22年度は前年度と比較して定年退職
者が少なかったため、大きく減少しておりま
す。

参考 ： 総人件費改革について

「行政改革の重要方針(平成17年12月24日閣
議決定)」および「簡素で効率的な政府を実現す
るための行政改革の推進に関する法律(平成18
年法律第47号平成18年6月2日公布・施行)」に
基づき、本学においても人件費削減に努めてい
るところです。

削減の対象は、全ての人件費ではなく、承継
職員（※）のみとなっております。
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人件費率は、人件費の業務費に対する割
合であり、以下のように算出されます。

人件費率＝人件費／業務費

一般的にこの数値の低い方が効率性が
高いと判断されます。
しかし、新たな教育研究プロジェクトを起

ち上げ、外部から人材を補充した場合にも
人件費は上昇するため、この数値が低いこと
が教育研究活動にとって必ずしも最善であ
るとは言えない場合もありますので注意する
必要があります。

○人件費率

文科系大学（Ｃグループ）の平均と同水準
で推移しております。

文科系大学（Ｃグループ）は、その財務構
造から人件費率が高いことが特徴です。

※国立大学法人会計基準では、「法令、中
期計画等に照らして客観的に財源が措置さ
れていると明らかに見込まれる将来の支出
については引当金を計上しない」と定められ
ております。そのため、退職者数の増減によ
り、その年度の人件費が大きく変動します。
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人件費

Ⅳ 本学のグランドデザインとその実現を支える財政基盤

※承継職員とは以下のとおりです。
国立大学法人法附則第4条に規定する職員（承継職員）、承継職員の退職に伴い補充した職員、
平成15年度末に定年等により退職した者の後任補充者、平成15年度末に一時的に欠員となっているポストの補充者
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○一般管理費

○一般管理費率

法人化後、一貫して一般管理費の節

減に努めているため、減少傾向にありま
したが、平成19年度以降はほぼ横ばいの
状況が続いております。

平成18年度に若干増加しております
が、これは自家発電設備の大規模な点
検等といった当該年度特有の支出による
ものです。
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一般管理費率は、一般管理費の業務

費に対する割合であり、以下のように算
出されます。
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一般管理費には固定的要素もあり、規模
の大小が大きく影響するため、本学のよう
な小規模の文科系大学は、総合大学に比
べ大きい数値になる傾向にあります。

文科系大学（Cグループ）の中では本学
は平均よりも低い数値になっております。

一般管理費率＝一般管理費／業務費

一般管理費

Ⅳ 本学のグランドデザインとその実現を支える財政基盤
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平成22年度新規教育研究プロジェクト

平成22年度に新規採択された主な教育研究プロジェクトをご紹介します。
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Ⅳ 本学のグランドデザインとその実現を支える財政基盤

文部科学省特別経費

○地域社会と協働するための言語教育高度化・質保証プログラム
高度な言語運用能力に裏付けられたグローバルインターフェース力のために

（平成22年度～平成25年度）

地球的課題に取り組む上で必要な世界諸地域の人々と協働する力（グローバルインターフェー
ス力）を持った人材養成のため、多様化する技能要求水準や専門性に即した言語教育の高度化
プログラムの実施及び厳格な成績評価法の開発と実践を行う。

○アジア・アフリカ言語文化に関する国際的共同研究 （平成22年度～平成27年度）

アジア・アフリカの多様な言語・文化・歴史に関する共同研究を実施する。特に２つの現地研究拠
点を中心に、今日喫緊の課題である「イスラーム教徒と異教徒の共存・共生」に資する国際共同研
究を展開する。また、臨地研究に基づく研究手法の開発と理論化を行う。

近年、日本の診断技術や先端的医療に対する国外からの需要に応えるため、医療機関における
外国人患者の円滑な受入れをはじめとする医療の国際化の取組が活発化しており、このような取

組を促す環境を整備・充実させる必要性が増してきている。このような状況に対応するため、「国際
医療通訳講座」を開講し、通訳の技術の向上と、医療に対する理解を深めることによって、国際医
療交流の分野で活躍する総合的なコミュニケーション能力を有する人材を養成する。

経済産業省委託事業

○国際医療交流人材育成支援事業
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本郷サテライトは、東京外国語大学創
立百周年の記念事業として、同窓生に
より組織された記念事業後援会が、同
窓生及び法人企業等からの貴重な募
金で購入し大学に寄付されたもので
す。2004年、館内施設の更なる充実を
図りました。

附属図書館
図書館は他の施設との機能性や利便
性、将来計画への対応等を考慮し、
キャンパス全体を眺む中央広場北側
に設置。大学内の情報・資料の中核
という特徴から、各施設を結ぶ回廊の
中心軸に合わせて配置されていま
す。

約500人を収容できる多目的ホール（講
堂）の他に、多言語・多文化交流等のコ
ミュニケーションスペース及びプロジェク
ト支援のための研究スペースを有して
おります。

詳細はP.18参照

アジア・アフリカ
言語文化研究所

アジア・アフリカ言語文化研究所は人
文社会科学系の共同利用・共同研究
拠点として先導的な役割を期待されて
いる研究施設です。

大学会館
大学会館は教育・研究を支え、活性
化を促す場として教室外における学
生生活の中心的施設です。日常的人
間関係を緊密にし、趣味・嗜好・研究
等を通じて相互に啓発し、人間関係
を図る場として利用されています。

日本語教育センター
留学生日本語教育センターは国費外
国人留学生に対する学部及び大学
院の入学前予備教育、全学の留学生
に対する教育支援、並びに国内外の
日本語教育に対する支援・推進活動
を行っています。

本学の国際交流の推進に寄与するた
め、外国人留学生及び外国人研究者
の寄宿施設として設置されました。

屋内運動場・
課外活動施設

屋内運動場には、１階にメインアリー
ナ（５階吹き抜け）、２階にサブアリー
ナ、５階に武道場があります。また、地
階にはトレーニング室、舞踏室や防
音音楽室（２室）があります。課外活動

施設は、２～５階がサークル室などと
なっています。

1階に学生の諸手続きの窓口となる学
生支援事務室をオープンタイプでまと
め、効率的なサービスを提供できるよ
うに配慮されています。2階に研究講
義棟とプロムナードでつながる会議
室、3・4階には事務管理部門がありま
す。

研究講義棟は、「対話と交流をベース
として世界に開かれたキャンパス」づく
りの基本理念に基づき具現化した、
21世紀に向け真に国際的にリーダー
たり得る人材の育成を目指した教育・
研究施設です。

本学の主な資産

-17-

土地・建物等は本学資産の9割近くを占めます。

上記の他に以下の施設を保有しております。
○田沢湖高原研修施設（秋田県）
○戸田合宿研修所（埼玉県）

Ⅳ 本学のグランドデザインとその実現を支える財政基盤

本郷サテライト研究講義棟本部管理棟アゴラ・グローバル

国際交流会館留学生
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グローバル・コミュニケーション・プラザは、多目的ス
ペースと一体とした運用により、規模に合わせた様々な
企画に対応できる機能を持たせています。また、プラザ
内にカフェ・コーナーを設置して、ゆとりと癒しのある交
流の場を提供しています。

グローバル・コミュニケーション・プラザ
多目的スペース

ステージに直結するように配置するとともに多
目的スペースとの連携をとることによりイベント
の規模に合わせた運用を可能としています。

楽屋／控室

収容人員：５０１人＋車椅子スペース３

客席部 約４００㎡ ステージ部 約２００㎡

（同時通訳室×１カ所 同時通訳ブース×２カ所）

プロメテウス・ホール

-18-

Ⅳ 本学のグランドデザインとその実現を支える財政基盤

アゴラ・グローバルは共通の教育施設
という性格に加え、国際会議・シンポジ
ウム等の学術交流施設、本学の特色を
活かした多言語による外国語劇等の学
習教育施設、各国の民族文化・芸術等
の国際交流施設、社会人･学生を対象
としたオープンアカデミーの開催、施設
の提供による地域社会との交流等、 グ
ローバル・キャンパスの実現に向けた核
となる建物として整備しました。

アゴラ・グローバル

構造：鉄筋コンクリート造（地上３階建て）

建築面積：約１，５７０㎡ 延べ面積：約２，９５０㎡

施設名称について
名称は、学内外からの公募によって
選ばれました。 アゴラはギリシア語で、
「広場」の意味があります。

−1�−
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貸借対照表

区分
第６期

（平成21年度）
第７期

（平成22年度）
増減

資産の部

Ⅰ 固定資産

１ 有形固定資産

000,005,188,52000,005,188,52地土 0

613,069,266,31683,132,143,41物建 △678,271,070

237,043,194986,430,955物築構 △67,693,957

648,223,272631,852,332品備具器具工 39,064,710

251,880,251,3402,065,750,3書図 94,527,948

230,000,6230,000,6品蔵収・品術美 0

062,586,1062,478,1舶船 △189,000

13具搬運輌車 △2

有形固定資産合計 44,080,458,710 43,467,897,339 △612,561,371

２ 無形固定資産

000,007,03000,007,03権地借 0

847,747,91456,906,82アェウトフソ △8,861,906

000,881000,881権入加話電 0

847,536,05456,794,95計合産資定固形無 △8,861,906

３ 投資その他の資産

0295,931,911券証価有資投 △119,139,592

0295,931,911計合産資の他のそ資投 △119,139,592

780,335,815,34659,590,952,44計合産資定固 △740,562,869

Ⅱ 流動資産

587,147,563,1173,060,013,1金預び及金現 55,681,414

008,595,32007,595,61入収金付納生学収未 7,000,100

0532,519,52金収未究研託受 △25,915,235

422,375,470金収未業事託受 74,573,224

908,404,81509,754,5金入収未の他のそ 12,946,904

199,710,911000,000,023券証価有 △200,982,009

471,328,4398,381,5産資卸なた △360,719

039,229437,159,2用費払前 △2,028,804

046,029435,656,1益収収未 △735,894

0595,627金替立 △726,595

005,71005,71産資動流の他のそ 0

358,710,806,1764,565,886,1計合産資動流 △80,547,614

049,055,621,54324,166,749,54計合産資 △821,110,483

（単位：円）
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Ⅴ 付属資料
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区分
第６期

（平成21年度）
第７期

（平成22年度）
増減

負債の部

Ⅰ 固定負債

622,678,716,3406,456,294,3債負返見産資 125,221,622

026,010,71540,743,03）金当引付給職退（金当引 △13,336,425

648,688,436,3946,100,325,3計合債負定固 111,885,197

Ⅱ 流動負債

678,929,3140務債金付交費営運 413,929,876

000,000,90費設施り預 9,000,000

253,066,454801,123,474務債金附寄 △19,660,756

337,584,02079,024,74等費業事託受受前 △26,935,237

523,290,1004,997,4金受前 △3,707,075

568,909,92016,880,72等金助補費究研り預 2,821,255

773,760,11419,996,01等金助補り預 367,463

995,678,04289,104,76金り預 △26,525,383

888,958,865487,152,068金払未 △291,391,896

924,998931,226用費払未 277,290

001,115,50等税費消払未 5,511,100

445,292,655,1709,506,294,1計合債負動流 63,686,637

093,971,191,5655,706,510,5計合債負 175,571,834

純資産の部

Ⅰ 資本金

813,202,962,04813,202,962,04金資出府政 0

813,202,962,04813,202,962,04計合金本資 0

Ⅱ 資本剰余金

786,191,220,5786,191,220,5金余剰本資 0

損益外減価償却累計額（－） △4,730,298,734 △5,472,527,043 △742,228,309

000,282△000,282△）－（額計累失損損減外益損 0

653,716,054△359,016,192計合金余剰本資 △742,228,309

Ⅲ 利益剰余金

451,662,8010金立積越繰間期標目期中前 108,266,154

0168,586,78金立積 △87,685,861

434,025,8537,455,382益利分処未期当 △275,034,301

885,687,611695,042,173計合金余剰益利 △254,454,008

055,173,539,93768,350,239,04計合産資純 △996,682,317

,54324,166,749,54計合産資純・債負 126,550,940 △821,110,483

（単位：円）
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Ⅴ 付属資料
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区分
第６期

（平成21年度）
第７期

（平成22年度）
増減

Ⅰ 経常費用

669,665,123△221,287,336,5880,943,559,5費務業

957,711,35△371,306,456239,027,707費経育教

429,394,3657,646,305238,251,005費経究研

250,073,91508,460,442357,496,422費経援支究研育教

314,746,03△602,798,31916,445,44等費究研託受

968,613,05077,674,271109,951,221等費業事託受

695,333452,623,06856,299,95費件人員役

207,611,592△244,715,379,2441,436,862,3費件人員教

335,991,61△617,942,110,1942,944,720,1費件人員職

823,500,5△882,263,792616,763,203費理管般一

492,275,623△014,441,139,5407,617,752,6計合用費常経

Ⅱ 経常収益

,2429,106,790,3益収金付交費営運 828,471,790 △269,130,134

056,159,3△053,926,970,2000,185,380,2益収料業授

002,355,3004,942,872002,696,472益収金学入

002,318,7006,367,39004,059,58益収料定検

008,239,3008,604,22000,474,81益収座講開公

087,525,43△554,798,31532,324,84益収等究研託受

515,579,74775,028,271260,548,421益収等業事託受

452,277,261△555,802,571908,089,733益収金助補

658,368,11561,457,24903,098,03益収金附寄

資産見返物品受贈額戻入 11,393,351 589,521 △10,803,830

資産見返運営費交付金等戻入 34,475,465 71,404,473 36,929,008

052,359,1274,550,8222,201,6入戻金助補返見産資

696,408906,732,5319,234,4入戻金附寄返見産資

000,703,2△000,000,11000,703,31益収費設施

079,580,3△342,490,1312,081,4益収務財

918,820,5△696,141,731515,071,241益雑

219,977,673△607,427,149,5816,405,813,6計合益収常経

816,702,05△692,085,01419,787,06益利常経

Ⅲ 臨時損失

005,443,62△0005,443,62金償補保担疵瑕

268,950,2268,950,20損却売産資定固

Ⅳ 臨時利益

971,164,742△0971,164,742益収金付交費営運

当期純利益 281,904,593 8,520,434 △273,384,159

241,056,1△0241,056,1額崩取金立積的目Ⅴ

当期総利益 283,554,735 8,520,434 △275,034,301

損益計算書

（単位：円）
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キャッシュ・フロー計算書

区分
第６期

（平成21年度）
第７期

（平成22年度）
増減

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

原材料､商品またはサービスの購入による支出 △1,574,249,388 △1,215,498,068 358,751,320

人件費支出 △4,378,362,802 △4,240,637,373 137,725,429

その他の業務支出 △83,080,669 △463,464,646 △380,383,977

運営費交付金収入 3,490,012,000 3,421,255,000 △68,757,000

授業料収入 1,932,659,450 1,943,716,600 11,057,150

入学金収入 268,407,600 270,487,900 2,080,300

検定料収入 85,950,400 93,763,600 7,813,200

公開講座等収入 19,572,000 18,086,800 △1,485,200

受託研究等収入 25,803,800 39,812,690 14,008,890

受託事業等収入 171,508,532 72,069,616 △99,438,916

補助金等収入 420,888,678 262,742,973 △158,145,705

補助金等の精算による返還金の支出 0 △10,832,472 △10,832,472

寄附金収入 29,157,820 23,220,366 △5,937,454

財産の賃貸等による収入 44,394,874 44,894,973 500,099

その他収入 13,127,051 15,565,224 2,438,173

381,381,572643,987,564計小 △190,606,163

国庫納付金の支払額 0 △262,974,442 △262,974,442

業務活動によるキャッシュ・フロー 計 465,789,346 12,208,741 △453,580,605

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △2,550,000,000 △2,240,000,000 310,000,000

定期預金の払戻による収入 2,748,000,000 2,400,000,000 △348,000,000

有価証券の取得による支出 △1,820,000,000 △1,030,000,000 790,000,000

有価証券の償還による収入 1,500,000,000 1,350,000,000 △150,000,000

投資有価証券の取得による支出 0078,142,911△ 119,241,870

有形固定資産の取得による支出 △1,029,530,443 △297,333,313 732,197,130

有形固定資産の除却による支出 0 △13,450 △13,450

有形固定資産の売却による収入 0 420,000 420,000

無形固定資産の取得による支出 △11,877,500 △1,438,500 10,439,000

施設費による収入 187,156,000 20,000,000 △167,156,000

737,436,102318,394,590,1△計小 1,297,128,550

利息及び配当金の受取額 4,720,084 1,837,936 △2,882,148

投資活動によるキャッシュ・フロー 計 △1,090,773,729 203,472,673 1,294,246,402

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 00 0

Ⅳ 資金に係る換算差額 00 0

Ⅴ 資金増加額 △624,984,383 215,681,414 840,665,797

Ⅵ 資金期首残高 1,435,044,754 810,060,371 △624,984,383

Ⅶ 資金期末残高 810,060,371 1,025,741,785 215,681,414
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（単位：円）

Ⅴ 付属資料

−��−



業務実施コスト計算書

区 分 第６期
（平成21年度）

第７期
（平成22年度）

増減

Ⅰ 業務費用

(1) 損益計算書上の費用

669,665,123△221,287,336,5880,943,559,5費務業

823500, ,5△882,263,792616,763,203費理管般一

臨時損失 26,344,500 2,059,862 △24,284,638

小 計 6,284,061,204 5,933,204,272 △350,856,932

(2) （控除） 自己収入等

授業料収益 △2,083,581,000 △2,079,629,350 3,951,650

入学料収益 △274,696,200 △278,249,400 △3,553,200

検定料収益 △85,950,400 △93,763,600 △7,813,200

公開講座収益 △18,474,000 △22,406,800 △3,932,800

受託研究等収益 △48,423,235 △13,897,455 34,525,780

受託事業等収益 △124,845,062 △172,820,577 △47,975,515

寄附金収益 △30,890,309 △42,754,165 △11,863,856

資産見返寄附金戻入 △4,432,913 △5,237,609 △804,696

財産貸付料収入 △43,382,757 △46,548,396 △3,165,639

その他雑益 △27,496,123 △23,351,376 4,144,747

財務収益 △4,180,213 △1,094,243 3,085,970

小 計 △2,746,352,212 △2,779,752,971 △33,400,759

業務費用合計 3,537,708,992 3,153,451,301 △384,257,691

Ⅱ 損益外減価償却相当額 771,873,891 774,708,169 2,834,278

Ⅲ 損益外減損損失相当額 0 0 0

Ⅳ 損益外利息費用相当額 0 0 0

Ⅴ 損益外除売却差額相当額 3,108 0 △3,108

Ⅵ 引当外賞与増加見積額 △8,659,841 △13,980,500 △5,320,659

Ⅶ 引当外退職給付増加見積額 △16,854,801 155,446,983 172,301,784

Ⅷ 機会費用

国または地方公共団体の無償又は減額さ
れた使用料による貸借取引の機会費用

24,191,660 20,966,507 △3,225,153

政府出資等の機会費用 561,328,062 496,640,430 △64,687,632

融資取引の機会費用 0 0 0

機会費用合計 585,519,722 517,606,937 △67,912,785

Ⅸ （控除）国庫納付額 0 0 0

Ⅹ 国立大学法人等業務実施コスト 4,869,591,071 4,557,232,890 △312,358,181
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Ⅴ 付属資料
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平成22年度 決算報告書

額算決額算予分区
差額

（決算－予算）

収入

運営費交付金 3,421 3,421 0

000金助補費備整設施

補助金等収入 107 182 75

国立学校財務・経営センター施設費交付金 13 20 7

自己収入 2,404 2,399 △6

授業料、入学金及び検定料収入 2,338 2,308 △30

雑収入 66 90 24

産学連携等研究収入及び寄附金収入等 140 277 138

引当金取崩 0 17 17

計 6,085 6,317 231

支出

業務費 4,406 4,265 △141

教育研究経費 4,406 4,265 △141

862△151,1914,1費理管般一

施設整備費 13 19 6

補助金等 107 182 75

産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 140 296 157

計 6,085 5,914 △172

収入－支出 0 403 403

（単位：百万円）
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